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＊各地域の抽出率の差を調整するため、回収数にウエイトを加重した規正標本数を基数として集計している。 

＊Ｎは集計対象者数（付問は設問該当対象者）で、設問により異なる。 

＊百分比（％）は、小数点第２位を四捨五入し、第１位までを表示している。合計は 100.0％に一致しない場合 

がある。 

＊県民意識調査の設問Ｆ１の性別において、「３．その他」という回答がなかったため、集計表及びグラフでは掲載 

を省略している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査目的】 

 この調査は、本県のワーク・ライフ・バランス、男女共同参画（ＤＶ予防含む）及び女性活

躍に関する県民の意識や考え方などを幅広く把握し、令和２年度に改訂する「山形県男女共同

参画計画」及び「山形県ＤＶ被害者支援基本計画」、並びに今後の県施策の企画・立案等にお

ける基礎資料を得ることを目的としている。 

 併せて、本調査を通じ、県民のワーク・ライフ・バランスや男女共同参画、女性の活躍に向

けた意識の醸成を図っていく。 

【調査概要】 

 調査対象 ： 山形県内在住の満 18歳以上の男女個人 

 調査期間 ： 令和元年８月～９月 

 標 本 数 ： 郵送による調査  2,000人 

 調査方法 ： 郵送による調査  層化二段階無作為抽出法（ウェイトバック集計） 

      ウ ェ ブ 調 査  インターネットによる公開アンケート 

 有効回収数（率）：  郵送：821件（41.1％） ウェブ：17件 

【概要版について】 

 本概要版は、郵送による調査結果を抜粋して作成している。より詳細な結果については、報

告書を参照ください。 
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１．男女共同参画社会について 

（１）固定的な役割分担意識 
 

「夫は仕事、妻は家庭」という考え方に『反対』と答えた人は、初めて５割を超えた。 
 

●  「夫は働き、妻は家庭を守るのが良い」という考え方については、「賛成である」と「どちらかといえば賛成である」を合わ

せた『賛成』が29.0％、「反対である」と「どちらかといえば反対である」を合わせた『反対』が52.2％となっており、初めて

『反対』が５割を超え、『賛成』が３割を下回った。 

●  男女別では、『賛成』は男性（31.5％）が女性（27.1％）よりも 4.4 ポイント高く、『反対』は女性（53.4％）

が男性（50.9％）よりも 2.5ポイント高くなっている。 

 

 

 過去調査との比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女別  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n

男性 670

女性 857

9.3

6.1

22.2

21.0

29.6

32.2

21.3

21.2

14.6

15.3

3.0

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成である どちらかといえば賛成である どちらかといえば反対である

反対である わからない 無回答

報告書 県民意識調査 問１ 

n

今回 1,534

H26年度
意識調査

1,659

H21年度
意識調査

1,339

H18年度
意識調査

1,931

7.4

7.4

11.9

11.7

21.6

30.4

33.2

33.8

31.0

30.9

28.5

29.6

21.2

17.2

12.8

12.6

15.0

11.6

13.6

12.3

3.8

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成である どちらかといえば賛成である どちらかといえば反対である

反対である わからない 無回答

(N) 

(N) 
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（２）各分野への女性の意見の反映 
 

いずれの分野も、女性は『反映されていない』、男性は『反映されている』の割合が高い。 
 

●  各分野への女性の意見や考え方の反映については、「十分反映されている」と「ある程度反映されている」を合わせた

『反映されている』は、「PTA、保護者会」が55.6％と最も高く、次いで「職場」（55.4％）となっている。「あまり反映さ

れていない」と「ほとんど反映されていない」を合わせた『反映されていない』は、「政治」が 44.4％と最も高く、次いで「県

や市町村の施策」（34.0％）となっている。 

●  男女別では、いずれの項目も男性の方が女性よりも『反映されている』と回答した割合が高く、「政治」では 20.1 ポイ

ントの差がみられた。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女別  

 

 

 

 

 

 

  

　

町内会等の自治体

職場

PTA、保護者会

政治

県や市町村の施策

6.3

10.9

11.7

3.4

3.8

43.7

44.5

43.9

29.5

36.4

22.0

19.4

10.3

31.9

25.6

6.1

5.4

2.3

12.5

8.4

18.1

12.7

24.1

17.9

21.4

3.8

7.1

7.6

4.8

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 1,534)

十分反映されている ある程度反映されている あまり反映されていない

ほとんど反映されていない どちらともいえない 無回答

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

町内会等の自治体

職場

PTA、保護者会

政治

県や市町村の施策

8.7

4.6

13.7

8.5

16.6

8.1

6.3

1.2

6.6

1.8

48.4

40.1

49.3

41.2

44.6

43.3

37.9

22.9

43.9

30.9

18.7

24.6

17.5

20.8

9.3

11.2

27.9

35.1

24.3

26.3

6.7

5.7

3.4

7.0

2.7

2.1

10.4

14.1

7.6

9.1

15.4

20.3

10.9

14.2

21.6

26.1

14.3

20.9

14.6

26.8

2.2

4.7

5.2

8.3

5.2

9.2

3.1

5.8

3.0

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(男性：N = 670、女性：N=857)

十分反映されている ある程度反映されている あまり反映されていない

ほとんど反映されていない どちらともいえない 無回答

報告書 県民意識調査 問４ 
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（３）女性が働くことへの意識 
 

５割を超える人が「育児・介護等に関わらず、働き続ける方が良い」と考えている。 
 

●  一般的に女性が働くことについては、「育児・介護等に関わらず、働き続ける方が良い」が 50.4％と最も高く、次いで

「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び働いた方が良い」（24.1％）となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、「育児・介護等に関わらず、働き続ける方が良い」が 2.2 ポイント増加しているのに

対し、「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び働いた方が良い」は 5.9ポイント減少している。 

●  男女別では、「育児・介護等に関わらず、働き続ける方が良い」は男性が 52.7％と半数を超えたが、女性では

48.8％と 3.9 ポイント低くなっている。「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び働いた方が良い」は女性

（25.2％）が男性（22.7％）よりも 2.5ポイント高くなっている。 

 

 

 過去調査との比較   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女別  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n

今回 1,534

H26年度

意識調査
1,659

0.3

0.5

1.8

2.2

5.1

4.3

50.4

48.2

24.1

30.0

7.6

3.9

7.8

8.5

3.0

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

働かない方が良い

結婚するまでは働いた方が良い

子どもができるまでは働いた方が良い

育児・介護等に関わらず、働き続ける方が良い

子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び働いた方が良い

わからない

その他

無回答

報告書 県民意識調査 問７ 

n

男性 670

女性 857

0.3

0.2

0.7

2.7

5.4

4.8

52.7

48.8

22.7

25.2

8.5

6.9

8.1

7.6

1.6

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

働かない方が良い
結婚するまでは働いた方が良い
子どもができるまでは働いた方が良い
育児・介護等に関わらず、働き続ける方が良い
子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び働いた方が良い
わからない
その他
無回答

n

男性 670

女性 857

0.3

0.2

0.7

2.7

5.4

4.8

52.7

48.8

22.7

25.2

8.5

6.9

8.1

7.6

1.6

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

働かない方が良い
結婚するまでは働いた方が良い
子どもができるまでは働いた方が良い
育児・介護等に関わらず、働き続ける方が良い
子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び働いた方が良い
わからない
その他
無回答

(N) 

(N) 
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２．家庭と仕事の両立について 

（１）ワーク･ライフ･バランスの実践 
 

バランスのとれた生活を過ごしていると思っている人は 3割半ば、そう思わない人も約３割となっている。 
 

●  家庭生活、仕事、地域活動のそれぞれに関わり、バランスのとれた生活を過ごしていると思うかについては、全体では

「そう思う」が 35.6％となり、女性（33.7％）より男性（38.1％）の方が高くなっている。 

●  平成 26年度調査と比較すると、「そう思う」は 3.6ポイント、「そう思わない」は 4.6ポイント減少している一方、「どち

らともいえない」が 7.0ポイント増加している。 

 

 

 過去調査との比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女別  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n

今回 1,534

H26年度

意識調査
1,659

H21年度
意識調査

1,339

35.6

39.2

34.7

28.9

33.5

38.5

32.8

25.8

26.7

2.7

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う そう思わない どちらともいえない 無回答

n

男性 670

女性 857

38.1

33.7

29.6

28.4

29.7

35.4

2.7

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う そう思わない どちらともいえない 無回答

報告書 県民意識調査 問９ 

(N) 

(N) 
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（２）ワーク・ライフ・バランスの推進に必要なこと 
 

４割を超える人が、職場での働き方の見直しが必要と感じている。 
 

●  生活と仕事の調和のために必要だと思うことについては、『職場での働き方の見直し』（43.9％）や『休暇が取得し

やすい雰囲気づくり』（35.0％）など、職場環境の改善に関する割合が高く、次いで『家庭生活への男性の積極的な

参画の促進』（28.5％）となっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 県民意識調査 問 11 

％

時間外労働の縮減や年次有給休暇の取得促進など、
職場での働き方の見直し

職場での育児休暇(休業)や介護休暇(休業)、
看護休暇が取得しやすい雰囲気づくり

家事・育児・介護等の家庭生活への
男性の積極的な参画の促進

子どもの頃から男女ともに家庭生活・仕事・地域活動に
主体的に関わる意識の醸成

一人ひとりが自分のやりたいことをしっかりと思い描き、自らが
仕事と生活の調和がとれたライフスタイルを着実に実践すること

パートから正社員への移行や女性の登用など、
多様な能力が発揮できる職場環境の整備

健康づくりや、スポーツ・文化等を身近な地域で
楽しめる仕組みづくり

多様な介護サービスの提供

多様な保育サービスの提供

わからない

その他

無回答

43.9

35.0

28.5

27.0

26.5

19.7

16.6

14.6

10.6

6.1

2.8

7.0

0 10 20 30 40 50

(N = 1,534)
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３．就業状況・職場環境について 

（１）就業理由 
 

「生計を維持するため」が６割を超えている。 
 

●  現在働いている理由については、「生計を維持するため」（60.6％）の割合が最も高く、次いで「経済的に働かない

と困るため（家計を補うため）」（36.6％）と生活に関する理由が高く、「働くことが当たり前だから」（21.1％）と続

いている。 

●  男女別では、「生計を維持するため」は男性（69.6％）が女性（52.9％）より 16.7 ポイント高くなっている。「生

きがいを得るため」や「自分の能力や資格を活かすため」などといった生計以外の回答では男性より女性の方が高くなっ

ている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女別  

 

 

  

報告書 県民意識調査 問 12 

％

生計を維持するため

経済的に働かないと困るため（家計を補うため）

働くことが当たり前だから

経済的にゆとりある生活をするため

生きがいを得るため

自分の能力や資格を活かすため

自分の自由に使えるお金がほしいから

仕事を通して自分を成長させたいから

その他

　無回答

69.6

35.2

25.0

13.0

7.8

7.2

7.4

5.2

1.3

9.1

52.9

38.0

17.6

15.7

11.0

11.2

10.3

7.2

2.9

9.5

0 10 20 30 40 50 60 70

男性 (N=460)

女性 (N=516)

％

生計を維持するため

経済的に働かないと困るため（家計を補うため）

働くことが当たり前だから

経済的にゆとりある生活をするため

生きがいを得るため

自分の能力や資格を活かすため

自分の自由に使えるお金がほしいから

仕事を通して自分を成長させたいから

その他

無回答

60.6

36.6

21.1

14.4

9.5

9.5

8.9

6.4

2.1

9.3

0 10 20 30 40 50 60 70

(N = 978)
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４．家庭生活について 

（１）子育てについての考え 
 

子育てに関する意識は、前回調査より大きく変化している。 
 

●  子育てに関する考えについては、平成 26 年度調査と比較すると、「子どもが小さいうちは、母親は育児に専念した方

がよい」と「男の子は男らしく、女の子は女らしくしつけるのがよい」において、「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」を合

わせた『思う』が、いずれも 11.3ポイント減少している。 

 

 過去調査との比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 県民意識調査 問 16 

　

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

男の子は家事ができるように

育てるのがよい

女の子は家事ができるように

育てるのがよい

男の子は経済的に自立できる

ように育てるのがよい

女の子は経済的に自立できる

ように育てるのがよい

子どもが小さいうちは、

母親は育児に専念したほうがよい

子どもの世話の大部分は、

父親にもできる

子どもは、性別にこだわらず

個性を伸ばすほうがよい

男の子は男らしく、女の子は

女らしくしつけるのがよい

27.3

33.0

23.0

21.4

57.0

60.0

13.6

18.6

32.7

30.0

45.9

51.7

57.7

64.0

45.2

44.2

35.0

40.6

34.9

36.6

27.8

26.9

29.3

35.6

43.5

46.8

36.8

35.6

27.7

25.4

36.8

38.8

8.9

6.4

15.0

17.4

1.8

1.9

21.2

15.7

6.5

6.0

3.1

1.0

1.6

1.1

3.6

4.7

15.5

10.4

13.5

12.8

1.1

1.0

20.7

17.4

3.8

4.3

1.9

2.0

1.4

0.5

1.8

1.4

4.6

1.6

3.1

2.4

3.5

2.0

5.1

3.9

3.8

3.9

2.7

1.4

2.6

1.3

3.5

2.7

8.6

8.0

10.6

9.5

8.9

8.1

10.1

8.7

9.8

8.9

9.6

8.4

8.9

7.6

9.1

8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(今回：N = 1,534、H26年度：N=1,659)

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答
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（２）介護をしながら就業する上での課題 
 

『制度を利用すると収入が減ること』と『仕事を代わってくれる人がいないこと』を課題と考えている人の割合が高く

なっている。 
 

●  介護をしながら働き続けていく上で課題になっていること（なると思われること）については、「介護休業制度等の両

立支援制度を利用すると収入が減ること」が 29.5％と最も高く、次いで「自分の仕事を代わってくれる人がいないこと」

（28.4％）、「必要に応じた介護保険施設が利用できないこと」（24.1％）となっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 県民意識調査 問 19 

％

介護休業制度等の両立支援制度を
利用すると収入が減ること

自分の仕事を代わってくれる人がいないこと

必要に応じた介護保険施設が
利用できないこと

介護休業制度等の両立支援制度を
利用しにくい雰囲気があること

介護休業制度等の両立支援制度がないこと

介護保険サービスや介護保険施設の
利用方法がわからないこと

労働時間が長いこと

必要に応じた介護保険サービス（介護保険
施設の利用を除く）を受けられないこと

特にない

その他

無回答

29.5

28.4

24.1

23.9

22.8

21.0

15.4

12.5

7.2

4.8

13.0

0 10 20 30

(N = 1,534)
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５．配偶者・パートナーからの暴力について 

（１）ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）経験の有無 
 

どの暴力も、『されたことがある』が、女性の方が男性よりも高くなっている。 
 

●  配偶者やパートナーからの暴力の被害経験については、「何回もされた」と「１、２回された」を合わせた『されたことが

ある』は、女性では『精神的暴力』が 17.1％と最も高く、次いで、『身体的暴力』（14.5％）となっている。 

男性では、『精神的暴力』が 6.1％、『身体的暴力』が 2.2％となっているが、「何回もしたことがある」と「１、２回した

ことがある」を合わせた『したことがある』は、『精神的暴力』が 14.5％、『身体的暴力』が 12.3％となっている。 

 

 

 男女別  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 県民意識調査 問 21 

　

男性 2.2 12.3

女性 14.5 4.9

男性 6.1 14.5

女性 17.1 10.3

男性 0.9 1.3

女性 5.6 1.5

男性 0.3 2.4

女性 5.3 1.5

男性 1.0 0.9

女性 3.0 1.0

男性 0.9 0.6

女性 4.2 1.8

男性 0.3 0.0

女性 0.9 0.0

友人や親類に会わせない、
外出禁止、プライバシー侵害

等の社会的暴力

子供への悪口を吹込、
子供を取り上げると脅す等、
子供を巻き込んだ暴力

その他

したこと
がある

された
ことが
ある

殴る蹴る、物を投げる、
突き飛ばす等の身体的暴力

人格否定の暴言、脅迫、
無視する等の精神的暴力

生活費を渡さない、
借金強要等の経済的暴力

AV等を見せられたり、
性的行為を強要したり、
避妊に協力しないなどの

性的暴力

0.6

2.8

2.8

9.0

0.3

3.4

0.3

2.5

0.6

1.5

0.6

0.6

0.3

0.9

1.6

11.7

3.3

8.1

0.6

2.2

2.8

0.4

1.5

0.3

3.6

0.7

0.2

1.5

0.8

0.3

0.2

0.6

0.2

0.3

0.5

0.3

0.5

11.6

4.7

13.0

9.5

1.0

1.3

1.8

1.3

0.6

0.5

0.3

1.3

58.2

59.6

51.8

51.5

69.9

71.6

69.4

71.8

70.1

74.8

70.6

72.0

16.9

11.1

27.9

21.7

29.0

22.2

27.9

21.2

27.9

21.6

27.9

21.2

27.9

22.3

82.8

88.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(男性：N =670、女性：N=857)

何回もされた １、２回された

何回もしたことがある １、２回したことがある

（したことも、されたことも）まったくない 無回答
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（２）ＤＶを受けたときの相談先 
 

身近な人へ相談する割合が最も高いが、一方で「どこ（だれ）にも相談しなかった」の割合も高くなっている。 
 

●  「ＤＶをされたことがある」と回答した人の相談先については、「友人、知人」が 35.7％と最も高く、次いで「家族、親

戚」が 28.2％となっている。一方で、「どこ（だれ）にも相談しなかった」も 24.7％と高くなっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「女性の人権ホットライン(法務省)、よりそいホットライン(厚生労働省)、べにサポやまがた(県性暴力被害者相談電話)、チェリア相談室(県男女

共同参画センター)などの電話相談」を省略して記載している。 

  

％

友人、知人

家族、親戚

どこ（だれ）にも相談しなかった

民間の機関（民間シェルター、NPO、弁護士など）

配偶者暴力相談センター（DV相談支援センター）

※女性の人権ホットライン、よりそいホットライン、
べにサポやまがたなどの電話相談

市役所、町役場

医師その他医療関係者

教諭その他学校関係者

警察、各警察署

法務局、人権擁護委員、民生児童委員

その他

無回答

35.7

28.2

24.7

4.8

2.6

2.2

2.2

1.8

0.9

0.9

0.9

1.8

24.7

0 10 20 30 40

(N = 227)

報告書 県民意識調査 問 23 
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６．LGBT等性的少数者について 

（１）用語の認知度 
 

「カミングアウト」の認知度は高く、「アウティング」と「SOGI」では低くなっている。 
 

●  言葉と意味については、「よく知っている」と「ある程度知っている」を合わせた『知っている』は、「カミングアウト」が

56.5％と最も高く、次いで「セクシュアル・マイノリティ」（48.8％）、「LGBT」（47.6％）となっている。一方で、「アウ

ティング」は 7.7％、「SOGI」は 4.6％と認知度は低くなっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【セクシュアル・マイノリティ】 

同性愛者、両性愛者、トランスジェンダーやその他の多様な性自認や性的指向を持つ人 

【ＬＧＢＴ】 

Ｌ（レズビアン：女性の同性愛者）、Ｇ（ゲイ：男性の同性愛者）、Ｂ（バイセクシュアル：両性愛者）、

Ｔ（トランスジェンダー：身体的性と性自認の不一致に対する違和など）の頭文字を合わせた言葉 

【カミングアウト】 

今まで公にしていなかった自らの性的指向等を表明すること 

【アウティング】 

本人の了解を得ずに、公にしていない性的指向等の秘密を暴露すること 

【ＳＯＧＩ】 

性的指向（Sexual Orientation）と性自認（Gender Identity）の頭文字を合わせた言葉 

　

セクシュアル・マイノリティ

ＬＧＢＴ

カミングアウト

アウティング

ＳＯＧＩ

8.6

8.9

17.3

1.7

0.6

40.2

38.7

39.2

6.0

4.0

26.5

23.3

20.4

17.0

12.0

17.2

21.1

15.8

66.9

75.6

7.4

8.0

7.2

8.3

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 1,534)

よく知っている ある程度知っている

言葉は聞いたことはあるが内容はあまり知らない 聞いたことがない

無回答

報告書 県民意識調査 問 25 
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（２）必要だと思う支援や対策 

 

「相談できる窓口の設置」や「気持ちや情報を共有できる居場所づくり」が必要と考えている人の割合が高い。 
 

●  セクシュアル・マイノリティの方に対して必要な支援や対策については、「相談できる窓口の設置」が 49.6％と最も高く、

次いで「気持ちや情報を共有できる居場所づくり」（43.5％）、「更衣室やトイレ、制服など男女で区別されているも

のに対する配慮」（32.4％）となっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

  

％

相談できる窓口の設置

気持ちや情報を共有できる
居場所づくり

更衣室やトイレ、制服など男女で
区別されているものに対する配慮

いじめや差別を禁止する法律や
条例の制定

幼少期からの教育の充実

行政職員や教職員に対する
研修の実施

同性同士のパートナーやその家族に
対する法律上の権利や保護の規程等

企業等に対する啓発活動の実施

同性同士のパートナーであることを
証明する行政の証明書等の発行

地域住民に対する啓発活動の実施

必要なものはない

わからない

その他

無回答

49.6

43.5

32.4

30.1

29.3

24.8

22.9

17.1

17.0

13.7

1.2

13.0

1.2

8.3

0 10 20 30 40 50

(N = 1,534)

報告書 県民意識調査 問 27 
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７．地域活動等、社会参加について 

（１）団体・グループ等、仕事以外の活動の有無 
 

男女ともに、「自治会、老人クラブ、子ども会、スポーツ少年団等の活動」が高くなっている。 
 

●  仕事以外の活動については、「自治会、老人クラブ、子ども会、スポーツ少年団等の活動」が 25.7％、「自分の趣味

を中心とした文化、スポーツ活動」が 19.6％となっている。一方で、「特にしていない」が 48.4％となっている。 

●  男女別では、ほとんどの分野で男性の方が高くなっているが、「PTA、保護者会活動」や「福祉に関するボランティア活

動」などは、女性の方が男性よりも高くなっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女別  

 

  

％

自治会、老人クラブ、子ども会、
スポーツ少年団等の活動

自分の趣味を中心とした文化、スポーツ活動

ＰＴＡ、保護者会活動

福祉に関するボランティア活動

政治活動、労働組合活動その他団体活動

リサイクル・環境問題、
消費者問題等の市民団体運動

災害復興・復旧に関するボランティア活動

国際交流に関するボランティア活動

女性の社会参画に関する活動

その他の活動

特にしていない

31.3

20.4

7.0

3.7

5.8

2.8

2.8

1.8

0.6

5.1

44.9

21.4

18.7

12.0

6.9

1.2

2.1

0.7

1.8

2.3

3.2

51.3

0 10 20 30 40 50 60

男性 (N=670)
女性 (N=857)

％

自治会、老人クラブ、子ども会、
スポーツ少年団等の活動

自分の趣味を中心とした文化、スポーツ活動

ＰＴＡ、保護者会活動

福祉に関するボランティア活動

政治活動、労働組合活動その他団体活動

リサイクル・環境問題、
消費者問題等の市民団体運動

災害復興・復旧に関するボランティア活動

国際交流に関するボランティア活動

女性の社会参画に関する活動

その他の活動

特にしていない

25.7

19.6

9.8

5.6

3.2

2.4

1.8

1.8

1.6

4.0

48.4

0 10 20 30 40 50 60

全体 (N=1534)

報告書 県民意識調査 問 28 
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８．防災・復興について 

（１）性別に配慮した災害時の対応の必要性 
 

性別による違いに配慮した『避難所の設備』が 8割を超えている。 
 

●  災害時に、性別に配慮した対応が必要なものについては、「避難所の設備（男女別トイレ・更衣室、防犯対策等）」

が 81.9％と最も高く、次いで「乳幼児、高齢者、障がい者、病人、女性（女性用品等）に対する備えやニーズの把

握、支給する際の配慮」が 58.8％となっている。 

● 「避難所運営の責任者に女性が配置され、被災者対応に女性の視点が入ること」、「災害時の救援医療体制（診

療・治療体制、妊産婦をサポートする保健師・助産師の配置）」、「物資の備蓄を充実させること」はわずかではあるが、

平成 26年度調査より増加している。 

 

 

 過去調査との比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

避難所の設備（男女別トイレ・更衣室、防犯対策等）

乳幼児、高齢者、障がい者、病人、女性（女性用品等）
に対する備えやニーズの把握、支給する際の配慮

避難所運営の責任者に女性が配置され、
被災者対応に女性の視点が入ること

災害時の救援医療体制（診療・治療体制、
妊産婦をサポートする保健師・助産師の配置）

対策本部に女性が配置され、対策に女性の視点が
入ること

物資の備蓄を充実させること

被災者に対する相談体制

防災計画・復興計画策定過程、防災会議に女性が
参画すること

その他

無回答

81.9

58.8

32.0

27.8

24.1

14.4

10.0

9.0

0.6

7.2

82.3

61.2

29.7

27.1

26.3

13.2

12.8

10.4

0.3

5.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

今回

H26年度意識調査

報告書 県民意識調査 問 30 

　

今回

H26年度
意識調査

今回

H26年度
意識調査

今回

H26年度
意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度

意識調査

今回

H26年度
意識調査

今回

H26年度
意識調査

男の子は家事ができるように

育てるのがよい

女の子は家事ができるように
育てるのがよい

男の子は経済的に自立できる
ように育てるのがよい

女の子は経済的に自立できる
ように育てるのがよい

子どもが小さいうちは、
母親は育児に専念したほうがよい

子どもの世話の大部分は、
父親にもできる

子どもは、性別にこだわらず

個性を伸ばすほうがよい

男の子は男らしく、女の子は

女らしくしつけるのがよい

27.3

33.0

23.0

21.4

57.0

60.0

13.6

18.6

32.7

30.0

45.9

51.7

57.7

64.0

45.2

44.2

35.0

40.6

34.9

36.6

27.8

26.9

29.3

35.6

43.5

46.8

36.8

35.6

27.7

25.4

36.8

38.8

8.9

6.4

15.0

17.4

1.8

1.9

21.2

15.7

6.5

6.0

3.1

1.0

1.6

1.1

3.6

4.7

15.5

10.4

13.5

12.8

1.1

1.0

20.7

17.4

3.8

4.3

1.9

2.0

1.4

0.5

1.8

1.4

4.6

1.6

3.1

2.4

3.5

2.0

5.1

3.9

3.8

3.9

2.7

1.4

2.6

1.3

3.5

2.7

8.6

8.0

10.6

9.5

8.9

8.1

10.1

8.7

9.8

8.9

9.6

8.4

8.9

7.6

9.1

8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(今回：N = 1,534、H26年度：N=1,659)

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答
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９．男女共同参画社会の実現に向けた取組みについて 

（１）男女共同参画社会を実現する上で重要なこと 
 

男女とも職場の環境づくりが重要だと思っている人の割合が高くなっている。一方で、家庭への男性の参画では

男女で意識の差も。 
 

●  男女共同参画社会を実現する上で重要なことについては、男性は 「職場において、仕事と家庭が両立できるような

環境づくりを進めること」が 60.4％と最も高く、次いで「職場において、男女を平等に扱い、女性の能力を積極的に活

用すること」（39.1％）となっている。 

女性は「職場において、仕事と家庭が両立できるような環境づくりを進めること」が62.0％と最も高くなっているが、次い

で高いのは「家庭において、男性が家事・育児等にもっと積極的に参画すること」（35.4％）となっており、男性

（25.4％）よりも 10.0ポイント高く、男女の意識の差が表れている。 

 

 

 男女別  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

職場において、仕事と家庭が両立できるような
環境づくりを進めること

職場において、男女を平等に扱い、女性の能力を
積極的に活用すること

家庭において、男性が家事・育児等に
もっと積極的に参画すること

男女がもっと男女共同参画に関する知識をもつこと

職場において、ハラスメントをなくすこと

女性がもっと社会に参画する意欲と責任感をもつこと

配偶者や恋人、パートナー等における暴力をなくすこと

女性が職場の管理職、町内会長、ＰＴＡ会長、
審議会委員等にもっと進出すること

わからない

その他

無回答

60.4

39.1

25.4

28.5

21.3

10.6

9.9

10.7

10.9

1.8

8.2

62.0

29.1

35.4

28.7

25.1

11.4

7.1

5.3

7.6

2.0

10.6

0 10 20 30 40 50 60 70

男性 (N=670)

女性 (N=857)

≪調査に関するお問い合わせ≫ 

山形県子育て推進部若者活躍・男女共同参画課 

 担当：男女共同参画担当 

 電話：０２３－６３０－２１０１（直通） 

 FAX ：０２３－６３２－８２３８ 

報告書 県民意識調査 問 34 


